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　（ ２ ）　公布の日から起算して 6 か月以内（平成 ２8 年 １２ 月まで）を施行日とするもの
　　　①　公判前整理手続等における証拠の一覧表の交付制度
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　　　いすれの法律も平成２5年 ６ 月１9日に公布され、平成２８年 ６ 月 １ 日を施行日とされていたもの
である。
　 ２ 　前者につき、具体的には以下のような基準となる。対象となるのは、（ １）前に禁錮以上の実
刑に処せられたことがない者、（ ２）前に禁錮以上の刑に処されたことがあっても、その執行終
了等の日から 5年以内に禁錮以上の刑に処せられたことがない者のいずれかであり、適用され
るケースは、 3年以下の懲役または禁錮の言渡しを受けた場合に、犯罪の経緯に関する事情な
どを考慮して再犯防止のために必要かつ相当であると認められるときである。可能とされる処
置は、刑の一部について １年以上 5年以下の期間の執行猶予である。猶予期間中は、保護観察
を適用することもできる。
　　　また、後者は、麻薬などの薬物の自己使用等の罪を犯した者が、 3年以下の懲役または禁錮
の言渡しを受けた場合について定められている。猶予の方法・期間は、改正刑法に定められる
ものと同様であるが、猶予期間中は、必ず保護観察が行われることとなり、その間、保護観察
を通じて治療・回復プログラムを受けながら更生を目指すことになる。
 以上　
